
１.財政健全化に向けて
○消費税率１０％への引き上げは、財政健全化と社
会保障の安定財源確保のために不可欠である。税
率引き上げによる悪影響を緩和する等の経済環境
整備は必要であるが、バラマキ政策とならないよう
十分配慮すべきである。
○政府は、２０１６年度から１８年度の３年間を集中改
革期間と位置づけ、政策経費の増加額を１．６兆円
（社会保障費１．５兆円、その他０．１兆円）程度に抑制
する目安を示し、達成した。２０１９年度から２１年度
の基盤強化期間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り組む必要がある。
○財政健全化は国家的課題であり、歳出、歳入の一
体的改革によって進めることが重要である。歳入で
は安易に税の自然増収を前提とすることなく、また
歳出については、聖域を設けずに分野別の具体的
な削減の方策と工程表を明示し、着実に改革を実
行するよう求める。
○消費税についてはこれまで主張してきたとおり、
税率１０％程度までは単一税率が望ましいが、政府
は税率１０％引き上げ時に軽減税率制度を導入する
予定としている。仮に軽減税率制度を導入するので
あれば、これによる減収分について安定的な恒久財
源を確保すべきである。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
○社会保障分野では「団塊の世代」がすべて後期高
齢者となり、医療と介護の給付費増が見込まれる
「２０２５年問題」が横たわっている。適正な「負担」を
確保するとともに、「給付」を「重点化・効率化」によっ

て可能な限り抑制しないと、社会保障制度が立ち行
かなくなる。とりわけ、急増が見込まれる医療、介護
分野に切り込んでいくことが極めて重要である。
○少子化対策では、現金給付より保育所や学童保
育等を整備するなどの現物給付に重点を置くべき
である。その際、企業も積極的に子育て支援に関与
できるよう、企業主導型保育事業のさらなる活用に
向けて検討する。なお、子ども・子育て支援等の取り
組みを着実に推進するためには安定財源を確保す
る必要がある。

３．行政改革の徹底
○「行革の徹底」が消費税引き上げの前提となった
経緯を改めて想起すれば、地方を含めた政府・議会
が「まず隗より始めよ」の精神に基づき自ら身を削
らなければならない。
○国・地方における議員定数の大胆な削減、歳費の
抑制を強く求める。

４．消費税引き上げに伴う対応措置
○消費税率１０％への引き上げと同時に軽減税率
が導入されることになっているが、これは事業者の
負担が大きいうえ、税制の簡素化、税務執行コスト
および税収確保などの観点から問題が多く、１０％
程度までは単一税率が望ましいことを改めて表明
したい。
○軽減税率を導入するのであれば、国は国民や事
業者に対して制度の周知を行い、混乱が生じない
よう努める必要がある。また、システム改修や従業
員教育など、事務負担が増大する中小企業に対し
て特段の配慮が求められる。

１．法人実効税率について
○法人実効税率は平成２８年度税制改正で「２０%
台」が実現し、今年度は２９．７４％となっている。トラ
ンプ米政権の税制改革では大幅な引き下げが行わ
れたが、その米国と比べてもほぼ同じ水準といえる。
このため、国際競争力強化などの観点から、今般の
法人実効税率引き下げの効果等を見極めつつ、さ
らなる引き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
○中小法人に適用される軽減税率の特例１５％を時
限措置ではなく、本則化する。また、昭和５６年以来、８
００万円以下に据え置かれている軽減税率の適用所
得金額を、少なくとも１，６００万円程度に引き上げる。
○租税特別措置については、税の公平性・簡素化の
観点から、政策目的を達したものや適用件数の少
ないものは廃止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経済活性化に資
する措置は、以下のとおり制度を拡充し、本則化す
べきである。なお、中小企業投資促進税制の適用期
限が平成３１年３月３１日までとなっていることから、
直ちに本則化することが困難な場合は、適用期限を
延長する。
①中小企業投資促進税制については、対象設備を
拡充したうえ、「中古設備」を含める。　
②少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
については、損金算入額の上限（合計３００万円）
を撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
○我が国企業の大半を占める中小企業は、地域経
済の活性化や雇用の確保などに大きく貢献してい
る。その中小企業が相続税の負担等により事業が
継承できなくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこと
になる。今年度の税制改正では比較的大きな見直し
が行われたが、さらなる抜本的な対応が必要である。
⑴事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事
業承継税制の創設
 ・ 事業に資する相続については、事業従事を条件と
して他の一般資産と切り離し、非上場株式を含めて
事業用資産への課税を軽減あるいは免除する制度
の創設が求められる。
⑵相続税、贈与税の納税猶予制度について要件緩
和と充実
 ・ 平成３０年度税制改正では、中小企業の代替わりを
促進するため、１０年間の特例措置として同制度の拡
充が行われたことは評価できるが、事業承継がより
円滑に実施できるよう以下の措置を求める。
①猶予制度ではなく免除制度に改めるとともに、平
成２９年以前の制度適用者に対しても適用要件を

緩和するなど配慮すべきである。
②特例制度を適用するためには、５年以内に「特例
承継計画」を提出する必要があるが、この制度を
踏まえてこれから事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間的な余裕がない
こと等が懸念される。このため、計画書の提出期
限について配慮すべきである。

○国と地方の役割分担を見直し、財政や行政の効
率化を図る地方分権化は地方の活性化にとっても
極めて重要である。ただ、その際に不可欠なことは
地方の自立・自助の精神であることを改めて強調し
ておきたい。地方創生戦略もこれを基本理念とす
べきである。
○「ふるさと納税制度」にみられる返礼品競争のよ
うな手法は、あまりに安直であり、真の地方活性化
につながらない。納税先を納税者の出身自治体に
限定するなど、「ふるさと納税」本来の趣旨に沿った
見直しが必要である。
○地方交付税は国が地方の財源不足を保障する機
能を有していることから、地方の財政規律を歪めて
いるとの指摘が多く、その改革は「骨太の方針」でも
求められてきた経緯がある。地方は国に頼るだけで
はなく、自らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必要がある。

○東日本大震災からの復興に向けて復興期間の後
期である「復興・創生期間（平成２８年度～３２年度）」
も３年目に入っているが、被災地の復興、産業の再
生はいまだ道半ばである。今後の復興事業に当たっ
てはこれまでの効果を十分に検証し、予算を適正か
つ迅速に執行するとともに、原発事故への対応を含
めて引き続き、適切な支援を行う必要がある。また、
被災地における企業の定着、雇用確保を図る観点
などから、実効性のある措置を講じるよう求める。

○税の意義や税が果たす役割を必ずしも国民が十
分に理解しているとは言いがたい。学校教育はもと
より、社会全体で租税教育に取り組み、納税意識の
向上を図っていく必要がある。

提言の全文は「全法連ホームページ」で
ご覧いただけます。
http://www.zenkokuhojinkai.or.jp/
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―― 東京法人会連合会 ――

法人会の「平成３１年度税制改正に関する提言」が、9月２０日の公益財団法人全国法人会総連合
（以下「全法連｣）の理事会でまとまった。
同提言は、会員企業からの要望意見、税制改正に関するアンケートなどをもとに税制委員会の審
議を経て、取りまとめられたもので、｢税・財政改革のあり方｣「経済活性化と中小企業対策」「地方の
あり方」｢震災復興｣などからなっている。
全法連では、全国８０万会員の声として、財務省、総務省、中小企業庁、自民党、公明党および国会
議員などに対して実現を求めて要望活動を行っている。
さらに、全国41都道県連および440単位会でも、地元選出の国会議員、地方自治体の首長、議長
あて広汎な要望活動を行っている。提言（要約）は次のとおり。

財政健全化目標の早期達成と、
中小企業向け税制措置を拡充し、真の経済再生を！

法人会の「平成３１年度税制改正に関する提言」まとまる


